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前  書  き 

 

東日本大震災においては、マグニチュード 9.0という我が国の観測史上最大の地震とそれに

伴う大津波により、未曽有の大災害として広域で被害が発生した。我が国は、災害を経験する

たびに、それを教訓に災害対策を強化してきている。東日本大震災においても、平成 23年４月、

内閣府の中央防災会議に「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調

査会」が設置され、また、同年 10月からは、新たな専門調査会として、「防災対策推進検討会

議」が設置されている。同会議では、東日本大震災における政府の対応の検証及び同大震災の

教訓の総括が行われるとともに、首都直下地震や東海・東南海・南海地震等による大規模災害

に備え、防災対策の充実・強化について調査・審議が行われている。これらの結果等に基づき、

災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）の改正（平成 24年６月公布・施行及び 25年６月公

布・施行）や「防災基本計画」（中央防災会議作成）の修正（平成 23 年 12 月、24 年９月及び

26年１月）が行われ、これらを踏まえ、各府省や地方公共団体においても、各種対策の見直し、

新たな取組が進められているところである。 

一方、平成 23年９月 28日に取りまとめられた「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・

津波対策に関する専門調査会」の報告において、今後の大規模地震に備えて、「発生が極めて懸

念されている南海トラフの海溝型巨大地震や首都直下地震はもとより、我が国のどこでも地震

が発生しうるものとして、これまで大きな地震・津波を経験していない地域であっても、地震・

津波への備えを万全にすべきである」とされている。さらに、首都直下地震等の発生が懸念さ

れている現状に鑑みれば、東日本大震災の教訓を踏まえた震災対策の充実・強化は、全国的、

かつ喫緊の課題である。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、我が国全体として、実効ある震災対策

の推進を図る観点から、東日本大震災における災害応急対策の実施状況や今後の震災に備えた

災害応急対策の検討状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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